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「新宿区　街のへルシーメニューブック」を500部作成　健康づくり協力店と住民に配布
健康づくり協力店新規登録数
一般飲食店　31
　　　　　　　　　　　　　　　　計31店
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健康づくり協力店の実施要綱にこれまで考えられていなかった受動喫煙防止にかかわる規定を設けるため
に既存の健康づくり協力店の実態調査を実施しました。
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健康づくり協力店の店舗数の増加

成果の達成状況

1年に30店舗の登録

毎

（ 30店舗 ）

　区民が外食時などに自分にふさわしいメニューを選択することができ、区民の自発的な生活習慣病予防の
一助となります。

事務事業 01 健康づくりの推進

大項目 01 心と体の健康づくり

章 1 健康でおもいやりのあるまち

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

01

成果（事業が意図する成果）

生涯を通じた心と体の健康づくり施策

事業内容

対象・手段

①栄養表示、栄養情報を提供している店舗に健康づくり協力店として登録していただき、区民にその利用
を促します。（新宿区のホームページ、健康づくり実践ガイドに掲載）
②一般の飲食店が提供するメニューや惣菜、弁当などに栄養表示ができるよう支援します。

目的
　区民が食事や栄養について正しい理解をし、食を通した健康づくりを実践するための手助けとします。

事業の実施内容
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　健康増進のための食環境の整備は、区と事業者が協力しながら実施していくものであ
ると考えています。栄養表示に加えて受動喫煙防止を普及するためには、区の援助が必
要です。
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手段改善

　健康的な食環境を確立するには飲食店の禁煙・分煙は必須要件と考え、実施要綱を変更
するとともに、利用者によくわかる表示方法にします。これまでは、栄養表示、栄養情報
提供を主に考えてきましたが、禁煙・分煙の働きかけとともに、栄養表示を提案していき
ます。
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　国や都と連携しながら区が栄養表示を推進することにより住民の意識が高まりまし
た。また、大手の外食チェーン店では自主的な栄養表示も進んできました。個人商店の
栄養表示やヘルシーメニューの開発を支援することは必要です。
　食育や高齢者の低栄養予防事業を推進する上での基本的な情報として栄養表示や栄養
情報は重要です。適切な栄養情報の提供を通して、自発的な健康づくりに寄与していま
す。
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　平成18年度末の協力店登録数は156店舗となっており、順調に増えています。しかし、
受動喫煙防止を要件とした場合健康づくり協力店として継続できる店舗は４５店舗程度
となります。

0.30

　区民の健康意識の高まりの中で、健康づくり協力店実施要綱に受動喫煙防止について
規定がないことが問題となり新規登録は２件にとどまりました。

　これまで、各食品業者組合の協力により、効率的に実施してきました。しかし、受動
喫煙防止を要件とした場合、「健康づくり協力店」の主要メンバーは小規模の飲食店で
あり、受動喫煙防止の対策は非常に遅れているため、効率的推進は困難です。
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事業費⑩ 千円

減価償却費等⑬ 千円

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円

受益者負担率⑮／⑭ ％

Ｄ

事業に関する検討課題

  「健康づくり協力店」として登録しているにもかかわらず、受動喫煙防止の対策がなんらなされていない
場合が多いことが問題です。健康増進法で施設管理者に受動喫煙防止の努力義務が課せられたことにより、
新宿区健康づくり協力店の実施要綱の変更を検討しなければなりません。今後は飲食店等に対して栄養表示
や禁煙に対する住民の要望を伝えることにより、飲食店が自発的に表示をするための支援をする方法に変え
ていくことが必要です。
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　外食の栄養成分表示は健康的な食習慣を促進する環境づくりとして有効な事業と考えら
れます。これまでは区が飲食店に栄養表示を働きかけることにより推進してきました。し
かし、受動喫煙防止の意識が高まる中、健康づくり協力店の要件として受動喫煙防止策を
付加することが必要です。
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